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令和９年度要求額

1-1．労働者健康安全機構の概要と財政融資資金の活用について

 （独）労働者健康安全機構が運営する労災病院は、全国27カ所の労災病院をはじめ職員約1万4千人の体制によっ
て、労働災害や職業性疾病（アスベスト疾患等）に対し、予防から治療、リハビリテーション、職場復帰までを一貫して支
援する高度専門医療（勤労者医療）を提供するとともに新興感染症への対応、地域医療の確保等の役割を担っている。

 （独）労働者健康安全機構は、労災病院事業に加え、治療と仕事の両立支援、労働安全衛生に関する調査研究、
産業保健活動の支援などを通じて、労働者の健康と安全の確保に取り組んでいる。

 これまで電子カルテ等のシステム投資はファイナンスリース
契約で対応。

 令和９年度から財政融資を活用した購入契約に切り
替えることによって、調達コスト差による支出削減効果
（コストメリット８億円超）を見込む。

 対象施設は、東京・千葉・神戸・岡山・熊本の５病院
を予定。

 　(単位:億円)

令和９年度
要　求　額

令和８年度
当初計画額

増　減

65                             -                                65                             

65                             -                                65                             

65                             -                                65                             

-                                -                                -                                

-                                -                                -                                

-                                -                                -                                

18                             -                                18                             

△ 18                         -                                △ 18                         

区　分

財
　
源

事業規模

財政投融資

自己資金等

財政融資

産業投資

政府保証

地方公共団体補助金収入

その他

「病院情報システム（電子カルテ）の整備・更新」 を要求

令和９年度要求概要

中⾧期的な経営改善の推進

支出削減等に取り組みつつ、
事業継続に係る設備投資の
資金需要にも対応。

医療現場におけるDXの推進

病院運営の基盤となる病院
情報システムに継続的・計画
的な投資を実行。
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1-2．労災病院の配置について

 労災病院は、炭鉱・港湾・製造業集積地など、労働災害の発生リスクが高い地域を中心に整備されてきた経緯がある。
 近年は地域の医療需要や役割の変化を踏まえた再編等※を行いつつ、現在、全国に27病院が配置されている。

※令和7年度末に2病院（北海道中央・新潟）を閉院。

釧路
（釧路市）

山口
（山陽小野田市）

青森
（八戸市）秋田

（大館市）

東北
（仙台市）

福島
（いわき市）
千葉

（市原市）

東京
（大田区）
関東

（川崎市）
横浜

（横浜市）

富山
（魚津市）

浜松
（浜松市）

熊本
（八代市）

大阪
（堺市）

⾧崎
（佐世保市）

九州
（北九州市小倉南区）

門司
（北九州市門司区）

愛媛
（新居浜市）

香川
（丸亀市）

和歌山
（和歌山市）

中国
（呉市）

山陰
（米子市） 岡山

（岡山市）

関西
（尼崎市）
神戸

（神戸市）

旭
（尾張旭市）

中部
（名古屋市）

北海道中央 【閉院】
（岩見沢市）

新潟 【閉院】
（上越市）

出典:国土地理院「地理院地図」及び労働者健康安全機構のHP等を基に理財局作成
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2-1．医療機関に対する財政投融資の活用

政策目的対象病院 ※1機関名

• 重症心身障害や筋ジストロフィーなど、民間の医療機関では必ずしも提供さ
れないおそれがある政策医療を提供国立病院（140病院）国立病院機構

• 我が国の教育分野において重要な役割を担う国立大学法人に対する施設
及び設備整備支援国立大学病院（42病院）※3大学改革支援・学位授与機構

• アスベスト疾患、じん肺等の労災疾患に関する高度・専門的な勤労者医療
を提供労災病院（27病院）労働者健康安全機構

【新規】

• 国民の健康に重大な影響がある、がん、心臓病等の疾病に関する高度先
駆的医療の研究開発、標準化・均霑化等を実施ナショナルセンター（5センター）ナショナルセンター（5法人）※2

• 過疎地等の一般医療や救急・小児・周産期等不採算医療の提供等地域
医療の基盤となる医療提供を実施公立病院（844病院）地方公共団体

• 私立大学病院を含む私立学校の教育の充実及び向上並びにその経営の
安定を図るための資金融資私立大学病院（31病院）※3日本私立学校振興・共済事業団

• 良質かつ効果的な医療サービスの提供のための資金融資民間病院（約6,600病院）福祉医療機構

 財政投融資は、国の政策医療を行う国立病院をはじめ、がんや循環器などの高度医療の研究・臨床を行うナショナルセンター、
大学病院や地方公共団体を通じた公立病院に加え、福祉医療機構の融資を活用して民間病院の支援も実施しており、国
内の病院の大宗をカバー。

 ⾧期・固定・低利という財政投融資の特徴により、医療機関の財務基盤の強化にも繋がっており、政策医療等の医療提供体
制の維持向上に貢献。

※1 病院数について、国立病院、国立大学病院、労災病院、ナショナルセンター及び私立大学病院は令和8年4月1日時点、公立病院は令和7年3月31日時点、民間病院は令和7年10月1日時点のもの。
※2 ナショナルセンター（5法人）は、国立がん研究センター、国立循環器病研究センター、国立精神・神経医療研究センター、国立成育医療研究センター、国立⾧寿医療研究センターを指す。
※3 医系大学病院の本院数。
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2-2．令和９年度要求の概要

要求概要増減令和8年度
計画額

令和9年度
要求額機関名

施設整備及び医療機器整備△67456389国立病院機構

施設整備及び医療機器整備
（国立大学病院への融資）124266390大学改革支援・学位授与機構

医療機器整備65ー65労働者健康安全機構
【新規】

医療機器整備4ー4国立循環器病研究センター

施設整備及び医療機器整備279国立精神・神経医療研究センター

施設整備及び医療機器整備251237国立成育医療研究センター

施設整備及び医療機器整備等
（公立病院への融資）－1,0201,020※地方公共団体

施設整備及び医療機器整備等
（私立大学病院への融資）△2288286日本私立学校振興・共済事業団

施設整備及び医療機器整備等
（民間事業者への融資）△1,1312,6321,501福祉医療機構

（単位:億円）

※地方公共団体については、地方公共団体向け財政融資資金のうち、病院事業にかかる計画額を記載。
なお、要求段階においては事業別の計数が確定していないため、令和9年度要求額については令和8年度計画額と同額を仮置きをしている。
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2-3．病院建物の老朽化について

 医療需要の拡大に対応するため整備されてきた病院ストックの更新需要が顕在化しつつあり、国公立病院及び大学病院にお
いても老朽化した施設が一定程度存在する。

 今後建替え等に伴う財政投融資の要求が見込まれるが、要求時点では既に事業計画が具体化していることが一般的であるこ
とから、将来の医療需要など病院を取り巻く状況を踏まえ、病院投資について事前に検討しておくことが重要である。

※ 出典:第4回 PPP／PFI投資促進タスクフォース 各省提出資料（令和8年4月16日）
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3-1．患者需要の変化

 年間患者数（延数）はこれまでも減少傾向であったが、コロナ禍で患者数の減少が加速し、足元においても従前の水準
には戻っていない。

 また、推計人口に基づく患者数（１日あたり）の将来推計においても、中⾧期的に減少が見込まれている。

出典:「日本の地域別将来推計人口と患者調査を用いた日本における患者数の推計」
（厚生労働科学研究費補助金(地域医療基盤開発推進研究事業)）

推計人口に基づく患者数（１日あたり）の推移年間患者数（延数）の推移

出典:厚生労働省「病院報告」を基に理財局作成
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△ 6.0
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2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

事業利益率 事業利益率※コロナ関連補助金含む

2012年以降、変動を伴いつつ推移して
いるが、コロナ禍以降はより厳しい水準へ

事業利益率の推移

80.3 80.1 80.1 
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77.9 
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2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025
高度

急性期
急性期A 急性期B 回復期 精神 慢性期

医業利益率 △1.0% △2.4% △2.3% 2.4% △1.9% △1.0% 

経常利益率 △0.8% △1.5% △1.2% 3.3% △0.0% 1.1%

医業利益率=医業利益÷医業収益×100、経常利益率=経常利益÷医業収益×100
出典:厚生労働省「中央社会保険医療協議会」資料(2025年10月29日）

病院の病床利用率の推移

機能分類別の病院経営状況（2024年度）

3-2．病床利用率と収益の関係①

 患者需要の減少は、病床利用率の低下を通じて病院の収益基盤に影響を及ぼす可能性がある

 実際に、コロナ禍以降は病床利用率が低下しており、事業利益率もより厳しい水準で推移している。

 機能別にみても急性期病院の利益率は低く、将来需要の変化を踏まえた病床機能のあり方について検討していくことが重
要ではないか。

出典:厚生労働省「病院報告」を基に理財局作成

出典:厚生労働省「医療経済実態調査」を基に理財局作成

（%） （%）
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病床利用率と1床当たり医業収益（2024年）

3-3．病床利用率と収益の関係②

 公立病院における病床利用率と1床当たりの医業収益の関係を確認したところ、因果関係は必ずしも明らかではないが、
一定程度の正の相関が見られる。

 患者需要の変化は、病床利用率を通じて病院の収益基盤に影響を及ぼす可能性がある。

※病床利用率が100%を超過しているものは指標の定義上取り得ない値であること、また、一床あたり医業収益が100万円未満のものはデータの信頼性が低いと判断されることから、
分析の対象から除外した。
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出典:総務省「地方財政状況調査」を基に理財局作成
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3-4．政策目的に基づく病院配置（国公立・大学病院）

凡例
●国立病院 等
●公立病院
●大学病院

 各病院は異なる政策目的を担う一方、一般診療機能が重複する地域も存在する。
 今後は、個別病院だけでなく、医療圏全体として最適な医療提供体制となっているかという観点も重要ではないか。

国立病院 等
政策医療、勤労者医療 +  一般診療

公立病院
へき地医療、不採算診療 + 一般診療

大学病院
教育、研究、高度急性期 + 一般診療

政策目的は異なっても
一般診療機能は重複

出典:国土地理院「地理院地図」及び各病院のHP等を基に理財局作成
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3-5．構想区域における急性期病床の状況

 全国339区域のうち、304区域（約9割）で急性期病床数が2025年の必要量を上回っている。これを超過病床数の
多い順に並べると、県庁所在地を含む区域（黄色着色）が複数存在している。

 こうした区域では、国公立病院や大学病院も一定の急性期病床を担っており、将来需要を踏まえた病床機能再編との関
係を確認する必要があるのではないか。

超過分
③（①－②）

2025年の必要量
②

急性期病床数
①区域 うち国公立・大学病院

の病床数

4,22910,9512,19715,180（北海道・東北）A区域

1,8454,9992,4386,844（北海道・東北）B区域

1,7363,7101,2455,446（関東）C区域

1,7072,7831,9274,490（関東）D区域

1,3222,3271,8193,649（関東）E区域

1,3211,9951,0963,316（中国・四国）F区域

1,3182,7785214,096（九州・沖縄）G区域

1,3123,1626214,474（関東）H区域

1,2862,0658043,351（中国・四国）I区域

1,2721,6402762,912（北海道・東北）J区域

1,1182,2493453,367（関東）K区域

1,1181,5881,2502,706（東海）L区域

1,0681,1681,1972,236（九州・沖縄）M区域

1,0661,4625592,528（北海道・東北）N区域

1,0581,8531,0092,911（中国・四国）O区域
出典:厚生労働省「地域別の病床機能等の見える化（令和7年度）『③構想区域の医療機関の病床数、診療実績等』」を基に理財局作成

（参考）急性期病床における構想必要量に対する超過病床数が多い区域（令和７年度）
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3-6．構想区域における回復期病床の状況

 全国339区域のうち、311区域（約9割）で回復期病床数が不足している。これを不足病床数の多い順に並べると、県
庁所在地を含む区域（黄色着色）が複数存在している。

 こうした区域では、国公立病院や大学病院が担う回復期病床は限定的であり、地域全体の病床機能の最適化にどのよう
に貢献するかという視点も重要ではないか。

不足分
③（②－①）

2025年の必要量
②

回復期病床数
①区域 うち国公立・大学病院

の病床数

6,17510,662454,487（近畿）a区域

5,1688,9231103,755（北海道・東北）b区域

5,0988,8833603,785（関東）c区域

4,1547,5093133,355（東海）d区域

3,0403,84838808（関東）e区域

2,8886,0051053,117（近畿）f区域

2,8863,944491,058（関東）g区域

2,7924,511521,719（近畿）h区域

2,4756,23503,760（九州・沖縄）i区域

2,3444,879572,535（関東）j区域

2,3183,5771551,259（近畿）k区域

2,2483,647511,399（関東）l区域

2,1813,8993971,718（北海道・東北）m区域

2,1024,8252262,723（九州・沖縄）n区域

2,0845,0322802,948（近畿）o区域

（参考）回復期病床における構想必要量に対する不足病床数が多い区域（令和７年度）

出典:厚生労働省「地域別の病床機能等の見える化（令和7年度）『③構想区域の医療機関の病床数、診療実績等』」を基に理財局作成
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3-7．政府方針における地域医療構想の位置付け

第３章 責任ある積極財政に基づく「中⾧期経済財政計画」

２．全世代型社会保障の構築

（２）成⾧型経済に合わせた持続可能な社会保障制度

（医療・介護等）

（中略）

2040年に向けて、病床数の適正化を着実に実施した上で、2027年度以降の地域医療構想を踏まえた医療機
関の連携・再編・集約化を促進するとともに、地域包括ケアシステムの深化を図り、地域の実情に応じた質の高い効
率的な医療・介護サービス提供体制を構築する。

（中略）

医療分野においては、新たな地域医療構想の下、将来需要を踏まえ、老朽化・災害対策を含む地域に不可欠な
施設・設備の計画的な整備への必要な支援の在り方を検討する。介護・福祉分野においても、老朽化・災害対策を
含む施設・設備の計画的な整備を支援する。

 政府全体としても、2040年を見据え、地域医療構想に基づく病床数の適正化や医療機関の連携・再編・集約化を進め
る方向性が示されている。

経済財政運営と改革の基本方針2026（令和8年7月21日閣議決定）（抜粋）
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 都道府県は、市町村等が行う新設・建替等について、地域
医療構想等との整合性等を検討・確認

 確認結果を意見として付して総務省へ提出

 総務省は必要に応じてヒアリングを実施し、病院事業債の
起債協議における資料とする

3-8．地域医療構想に沿った融資の取組

総務省・地方公共団体における取組

 公立病院については、総務省が令和4年3月に策定した「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経
営強化ガイドライン」に基づき、都道府県は市町村等が行う新設・建設等について、地域医療構想との整合性の観点から
意見を述べ、総務省が必要に応じてヒアリングを実施する仕組みが設けられている。

 福祉医療機構は、地域医療構想の達成に向けた取組みを行う民間病院等に対して建築資金及び運転資金に関する
優遇融資を実施している。

（参考）総務省における新設・建替等に係る確認の流れ

N-2年度

N-1年度

N年度

基本設計前

基本設計

実施設計

工事スケジュール 総務省の確認手続

必要に応じてヒアリング

必要に応じてヒアリング

減床や再編等、地域医療構想の達成に向けた取組に
係る建築資金や運転資金の融資について、金利優遇や
融資率の拡大等の優遇融資を実施

福祉医療機構における取組

（参考）地域医療構想対象事業に係る建築資金の例

優遇融資
（減床を伴う場合）通常融資区分

（当初5年間の優遇金利幅）
基準利率△0.6% 基準利率利率

95%所要額の
60%※

融資率

限度額の設定なし7.2億円融資限度額

基本設計に関して、地域
医療構想との整合性等につ

いて確認した旨の通知

実施設計に関して、地域
医療構想との整合性等につ

いて確認した旨の通知

※病床不足地域に該当する場合は、所要額の70％。
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3-9．医療従事者の確保と償還確実性

A 病院 B 病院

 病院の収支は患者の動向や診療の種類、立地等様々な要因が影響しているが、医師等の医療従事者の確保も大きな
要因の一つ。その医療従事者の確保については、生産年齢人口の減少に伴い、更に困難になると見込まれる。

 病院投資の審査に当たっては、医療従事者の確保見通しも考慮していくことが必要ではないか。

• 麻酔科医の補充に時間を要しており、必要な手術体制
の維持に支障

• そのため、手術件数及び病床利用率が低下し、病院
収支に一定程度影響

（参考）医療従事者の確保が収益に影響を与えた事例

• 患者数の減少に加え、医師確保の見通しが厳しく、必
要な医療機能の維持や事業継続が困難

• 周辺医療機関への機能承継により地域の医療提供体
制を確保できる見通しとなったことから閉院
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 公立病院における医師数・看護師数の増減率と医業収益の増減率の関係を確認したところ、因果関係は必ずしも明らか
ではないが、一定程度の正の相関が見られる。

 医療従事者の確保状況は、病院の収益基盤や償還確実性を検討する上で考慮すべき要素の一つではないか。

3-10．医療従事者の確保と病院経営

医師数と医業収益の2024年度（2019年度比）増減率 看護師数と医業収益の2024年度（2019年度比）増減率
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△ 100 △ 50 0 50 100
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業
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医師増減率（%）

データ数(n)  470
相関係数(r)  0.30
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）

看護師増減率（%）

データ数(n)  588
相関係数(r)  0.41

※医業収益増減率、医師増減率、看護師増減率のいずれかが100%以上増加しているものは外れ値として、分析対象から除外した。

出典:総務省「地方財政状況調査」を基に理財局作成
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勤労者の安全向上

労災病院・専門センター事業
○ 勤労者医療の推進
○ 大規模労働災害、新興感染症等への対応
○ 地域医療への貢献
○ 重度被災労働者に対する職業・社会復帰の支援

治療就労両立支援事業

① 勤労者医療の中核的機関

 労災疾病について、予防・治療からリハビリテーション、職場復帰までを一貫して支援。

 民間のみでは十分な提供が難しい機能を担い、治療と仕事の両立や働き手の確保にも寄与。

② 地域のセーフティネット機能

 労災病院の多くが救急告示病院、災害拠点病院等に指定され、救急・災害医療や新興感染症にも対応。

⇒地域の医療需要や役割の変化を踏まえつつ、①、②の役割を担う労災病院を安定的に維持する観点から、財政投融資
による支援の在り方をどう考えるか。

 労災病院は、勤労者医療の中核機関として、予防から治療、リハビリテーション、職場復帰までを一貫して支援する高度
専門医療（勤労者医療）を提供するとともに、地域医療のセーフティネットとしての役割も担っている。

4-1. 論点① 労働者健康安全機構の新規要求（政策的必要性）

機構理念

勤労者医療の充実

産業保健の強化

勤労者福祉の向上等
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R4 R5 R6 R7 R8当初⇒R8改定後

実績・計画 62 ▲ 122 ▲ 184 39 77.3

実績（コロナ除） ▲ 164 ▲ 164 ▲ 184 39

▲ 200
▲ 150
▲ 100
▲ 50

0
50

100

 コロナ禍以降の診療控えや医療資材価格の高騰等に起因して、令和6年度実績は赤字収支（▲184億円）となったた
め、令和7年度から経営改善の取組みを行い、黒字収支を回復（令和７年度:39億円、対前年度+222億円）。

 令和8年度は、診療報酬改定の影響も加味した黒字計画（令和８年度:77.3億円）を策定。

病院勘定収支差の推移（実績・計画）

4-2．論点① 労働者健康安全機構の新規要求（償還確実性）

経営改善に向けた取組

 各病院の収支状況等に関する月次モニタリングを実施。特に赤字幅が大きく改善を要する病院には、機構本部から個別協
議・業務指導。

 設備投資の全面抑制及び賞与カット等による支出削減を実施。

 地域連携による患者確保（病床利用率向上）、病床機能変更、病床数削減の実施。

 地域における検討状況等を踏まえ、北海道中央労災病院及び新潟労災病院を令和７年度末に閉院。

 今後も、収支改善が困難な労災病院については、地域医療構想調整会議における地域での検討状況等を踏まえ、移譲や
統廃合等の方策も含めた病院のあり方について結論を得ることとしている。 等

23.4  ⇒  77.3

【実績（R4-7）】 【計画（R8）】

（単位:億円）

診療報酬改定
の影響により、
＋約54億円
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4-3．論点② 今後の病院投資に関連した財政投融資の審査の在り方

 これまでの病院投資に係る財政投融資の審査では、個別病院について、政策的必要性と償還確実性を中心に確認してきた。

 一方、地域医療構想等において示されている将来の環境変化を踏まえると、これらの確認に加え、当該病院が所在する地域
の将来の医療需要や医療提供体制を、審査上、どのように考慮するかが論点となるのではないか。

これまでの財投審査 今後の審査で考えられる視点

個別病院について確認

個別病院にのみ着目した審査

審査の視野を拡大

地域における将来の
医療需要・提供体制

政策的必要性
＋

償還確実性

個別病院の政策目的を踏まえつつ
地域における将来の医療需要や
医療提供体制にも目を向ける

地域の医療提供体制を
めぐる環境変化

①人口減少
患者数・年齢構成の変化

②医療需要の変化
急性期・回復期等の需要変化

③医療従事者確保の課題
人材の地域偏在

政策的必要性
＋

償還確実性

将来の医療需要と供給の乖離により
病院経営に影響を及ぼす可能性
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論 点

⾧期の資金供給を担う財政投融資として、病院投資を審査するにあたり、個別病院の政策的必要性や償還確実性を前提としつつ、
地域全体として持続可能な医療提供体制の確保という観点をどのように考慮していくべきか。

1．労働者健康安全機構の新規要求
勤労者医療を担う労災病院の施設・設備整備について、財政投融資で支援する政策的必要性が認められるか。
また、経営改善の取組及び今後の収支見通しを踏まえ、償還確実性が確保されていると評価できるか。

2．今後の病院投資に関連した財投審査の在り方
将来の医療需要や医療提供体制の変化は、今後の病院経営に影響を与える可能性がある。
地域全体として持続可能な医療提供体制を確保していく観点から、病院投資の償還確実性を評価するに当たり、個別病院の

事業計画に加え、地域における将来の医療需要や医療提供体制の変化について、どのように考慮していくべきか。

4-4．編成上の論点


